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第３  外国におけるホットライン及び警察機関の調査結果の概要 
外国における少年に有害なコンテンツ対策としてのホットラインの現状をヒアリン

グ等により把握し、我が国におけるホットラインの設置に資するため、平成 14 年 6 月

（米国）と 9 月（欧州）に現地調査を行った。 
１  外国のホットライン及び警察機関 
（１）調査期間及び調査員 

ア  米国（NCMEC） 平成 14 年 6 月 25 日に実施 
国分  明男   (財)インターネット協会副理事長（本研究会委員） 
大久保貴世   (財)インターネット協会事務局員 
山本  葉子   ワシントン・コア（現地の民間調査企業職員） 

以上 3 名 
イ  欧州（IWF 他）  平成 14 年 9 月 2 日から 9 月 6 日の間に実施 

木岡  保雅   警察庁生活安全局少年課少年保護対策室長 
大久保貴世   (財)インターネット協会事務局員 
小泉  雄介   (株)NEC 総研調査研究員 
庄  司  隆   警察庁生活安全局少年課少年保護対策係長 

以上 4 名 
（２）民間ホットラインの現地調査 

ア  NCMEC（米国）  
ａ  訪問日時  平成 14 年 6 月 25 日 14：00～16：00 
ｂ  面 会 者     ・ ルーベン・D・ロドリゲス・ジュニア氏 

（児童搾取班ディレクター） 
 ・ ケリー・バーク氏（児童搾取班シニア・アナリスト） 

ｃ  組織概要 
○  設立年月日 ～1998 年 3 月 
○  運 営 形 態  ～NPO だが、連邦機関として扱われている 
○  コスト負担 ～財務省 
○  年 間 予 算  ～200～300 万ドル（2 億 4 千万円～3 億 6 千万円） 
○  人      員 ～20 名（児童搾取班 14 名、連邦政府からの出向 6 名）  
○  通 報 件 数  ～24,479 件（2001 年） 

ｄ  活動概要 
NCMEC は、14 人の児童搾取班と 6 人の連邦政府出向者で活動し、児童に対

する性的搾取に関する通報を「Cyber Tipline」と名づけられたホームページ又

は電話で受け付けている。しかし電子メールでは受け付けていない。受付内容

は、①児童ポルノ画像の所持・製造・頒布、②性的行為を目的としたオンライ

ン上での児童の誘惑のほか、③児童買春、④児童買春ツアー、⑤児童に対する

性的虐待（家族によるもの以外）等の情報も受け付けている。 
通報された情報は専門のアナリストが実際にそのサイトを見て確認し、その

経験・知識に基づいて違法性を判断している。違法情報は国内のコンテンツで

あれば地方警察に、国外にあれば当該国の警察に連絡するが、法執行機関以外
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には連絡していない。 
違法画像所持の免責に関しては、連邦政府からの出向者だけでなく、民間も

免責となっているが、法律で定められているわけではない。 
また ISP 側は児童ポルノ画像を発見した場合、画像を添付した上、NCMEC

に通報する義務を負っている。 
 

○  Cyber Tipline の通報受理フォーム 

 

 
イ  IWF（英国） 

ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 2 日 13：30～16：15 
ｂ  面 会 者   ・ ピーター・ロビンズ氏（代表） 

  ・ フランク・グレン氏 （ホットラインマネージャー） 
ｃ  組織概要 

○  設立年月日 ～1996 年 9 月 
○  運 営 形 態  ～独立機関 
○  コスト負担 ～ISP 業界（政府からの援助はない） 
○  年 間 予 算  ～50 万ポンド（約 9 千 5 千万円） 
○  人      員 ～8 名 
○  通 報 件 数  ～11,375 件（2001 年） 

ｄ  活動概要 
IWF は、1996 年に ISP 業界の自主規制スキームに基づき設立された。その
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立場は法的根拠はないが、警察、政府、司法の間で非公式な合意がある。スタ

ッフは 8 人で、ホットラインマネージャーとインターネットアナリストで構成

されている。 
ホットラインの対象としては①児童虐待の画像、②他の違法画像・獣姦画

像・性器を露出した画像等の違法ポルノ、③人種差別を含むコンテンツの 3 種

であるが、②,③は英国内のコンテンツのみを対象としている。これらは WEB
ページ、FAX、E-Mail、電話で受け付けている。 

IWF では、受け付けた違法コンテンツを警察と ISP に通報している。但し

ISP への通報は、警察の捜査の妨げにならないよう警察に通報した 48 時間後

に通報することになっている。また、IWF では情報発信元の IP アドレスとサ

ーバ所在地までトレーシングを行い、英国内で発信されたコンテンツに関して

はロンドン警視庁に、国外で発信されたものは NCIS に通報している。 
また、ISP 側は、IWF から通報を受けるとその違法コンテンツを削除する法

的義務が生じる。 
 

○  IWF の通報受理フォーム 
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ウ  ISPAI（アイルランド） 
※ ISPAI の活動を、その監督機関である IAB の副代表からヒアリングしたもの 
ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 4 日 9：30～12：00 （訪問先は IAB のみ）  
ｂ  面 会 者    ・ ジョン・ハスキンス氏（IAB 副代表） 
ｃ  組織概要 

○  設立年月日 ～1999 年 12 月 
○  運 営 形 態  ～ISP 業界団体の運営 
○  コスト負担 ～ISP（50%）、EU(50%) 
○  年 間 予 算  ～12 万ユーロ（約 1 億 5 千万円） 
○  人      員 ～ 1 名 
○  通 報 件 数  ～ 378 件（2000 年） 

 
ｄ  活動概要 

IAB は、ISP 業界の自主規制を監督するための組織として設立されたもので、

ホットラインではない。立場としては政府寄りであり、ISP 業界とは多少の緊

張感を有している。また、運営費の全てを ISPAI で賄っている。 
ホットライン業務は、ISPAI で行っており、ホットライン担当者は 1 名であ

る。通報受理は WEB ページ、E-Mail、電話、FAX、郵便でも受け付け、その

情報はすべて機密情報として扱っている。なお、対象とするコンテンツは児童

ポルノである。 
違法性判断は、まず ISPAI が明確な定義により振り分けを行っている。ホッ

トラインが違法だと判断した場合、国内発のコンテンツに関しては警察と ISP
に同時に通報し、国外コンテンツの場合は、INHOPE メンバーのホットライン

や Interpol、米国の NCMEC などに通報している。 
ホットラインによる違法画像の所持は、法律上、児童ポルノ犯罪の防止を目

的とした善意の行動の一環として、免責とされている。 
また、ISP 側はホットラインから違法画像の通報があった場合、それを削除

しなければならないが、これは自主規制としての義務である。 
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○  ISPAI の通報受理フォーム 

 

 
エ  AFA（フランス）  

ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 5 日 9：30～12：00 
ｂ  面 会 者     ・ ジャン・クリストフ・ル・トカン氏（代表） 

 ・ マリン・ジャニオ氏（副代表） 
ｃ  組織概要 

○  設立年月日 ～1998 年 
○  運 営 形 態  ～ISP 業界団体の運営 
○  コスト負担 ～ISP 会員からの会費（50%）と EU からの助成金（50%） 
○  年 間 予 算  ～3 万 5 百ユーロ（約 420 万円）  
○  人      員 ～2 名 
○  通 報 件 数  ～1,446 件（2002 年） 

ｄ  活動概要 
AFA は、フランスの大手 ISP 業界の自主規制として設立され、INHOPE メ

ンバーのホットラインである。通報の処理手続きとしては、そのコンテンツの

発信元を確認し、違法性判断を AFA で第 1 次的に行っている。 
なお、違法画像の所持には免責がない。このため、AFA メンバーの ISP にお

いてネット上のコンテンツは削除するが、コンテンツとログデータは少しの間

保存するという方式を取っている。これによって ISP が違法とされることはな

いが、ISP と警察との信頼関係で成り立っていることである。 
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○  AFA の通報受理フォーム 

 

 
 
オ  Jugendschutz.net（ドイツ）  

ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 6 日 9：30～12：30 
ｂ  面 会 者     ・ フリードマン・シンドラー氏（代表） 

 ・ レジーナ・カースバーグ氏          他 
ｃ  組織概要 

○  設立年月日 ～1999 年 
○  運 営 形 態  ～連邦政府設立の公共機関 
○  コスト負担 ～ドイツ各州（50%）、EU（50%） 
○  年 間 予 算  ～7 万ユーロ（約 850 万円） 
○  人      員 ～10 名 
○  通 報 件 数  ～1,767 件（2000 年 6 月～11 月の半年間の数値） 

※ 年間予算、人員、通報件数はラインラント・ファルツ州のみの概要 
ｄ  活動概要 

Jugendschutz.net は、ドイツ各州の青少年担当大臣の提唱によって 1997 年

に設立され、ホットライン業務は 1999 年に設立された。ラインラント・プフ

ァルツ州のものは、現在ではフルタイムとパートタイマー合わせて 10 人のス

タッフで運営されている（ホットライン以外の担当を含む）。扱うコンテンツ

としては児童ポルノ、暴力ポルノ、ノーマルポルノ、極右主義、人種差別、悪
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趣味などのサイトである。 
ドイツでは違法・有害サイトには次の 3 のレベルがある。 

①  完全に違法な WEB サイト 
②  児童と青少年を危険にさらす WEB サイト 

～ 児童に対しては違法だが、成人は閲覧してよいもの 
③  青少年の発育に負の影響を与える WEB サイト 

これらの違法性の判断は、Jugendschutz.net で行い、上記①の場合は BKA
（ドイツ連邦警察）に通報し、その後 ISP にも通報する。②,③の場合は ISP
に通報し、勧告を行っている。なお、違法コンテンツで ISP に通報する場合も、

BKA の捜査の妨げにならないように配意している。なお、国外コンテンツの場

合は、当該国が INHOPE メンバーであればそこに通報している。 
なお、ISP の義務としては次の 3 つの種類によって違う 

①  コンテンツプロバイダ 
勧告に従う義務がある。 

②  ホストプロバイダ 
違法なものについて気がついたら、削除する義務がある。通報を受け

たら、知ったことになるため、削除しなければならない。ただし、違法

なものについて自ら調査する義務はない。 
③  アクセスプロバイダ 

義務はなく、刑法上の刑罰もない。 
 

○  Jugendschutz.net の通報受理フォーム 
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（３）外国の警察機関の訪問先 
ア  NCIS（英国） 

ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 3 日 10：00～12：30 
ｂ  面 会 者  ・ ゲール・ケント氏 

 ・ デヴィッド・ロー氏 
ｃ  NCIS の概要および活動 

NCIS は、犯罪捜査に関して、Interpol や外国の警察機関との情報交換、連

絡調整を行う国家の情報機関であり、本来的には警察機関ではない。国内の犯

罪捜査に関してはそれぞれの地方警察が行っている。児童ポルノなどの違法コ

ンテンツの通報も、IWF は国内のサーバにホスティングされているものは、

NCIS ではなく、まず地方警察であるロンドン警視庁に通報し、そこから管轄

の地方警察に通報するというシステムが取られている。NCIS に通報されるの

は外国のサーバにホスティングされているものだけである。通報されたコンテ

ンツに対して、NCIS から Interpol 経由で各国の警察に通報されることになる。 
なお NCIS にとっても、こうした違法コンテンツの確認には時間がかかるた

め、NCIS にとって IWF の存在は重要なものと認識し、今後もより緊密な関係

を模索しているところとなっている。 
イ  BKA（ドイツ連邦警察） 

ａ  訪問日時  平成 14 年 9 月 6 日 14：00～16：00 
ｂ  面 会 者   ・ リチャード・モーベル氏 

 ・ バーナード・ローズバッハ氏  他 
ｃ  BKA の概要および活動 

ドイツには各州の地方警察がありそれぞれの州を担当しているが、BKA は犯

罪捜査に関し外国警察との情報交換および連絡調整を行っている。担当する事

務として児童ポルノの違法コンテンツがあり、Jugendschutz.net との関係も密

接なものとなっている。 
BKA の取組みはホットラインではないが、自らのホームページに児童ポルノ

通報受理フォームを設けており、一般市民からの通報も受け付け、これを端緒

に捜査を行うこともある。しかし膨大な事務量の中で、これら一般市民から受

け 付 け る 通 報 は 確 度 が 低 く 、 捜 査 上 成 功 し な い こ と が 多 い が 、

Jugendschutz.net からの通報は確度が高く、捜査上も効率的となっているため、

Jugendschutz.net の存在は、BKA にとっても重要なものとなっている。 
 

２  外国のホットラインと警察との関係 
（１）米国（NCMEC と警察との関係） 

○  WEB での通報受理システム「Cyber Tipline」のデータベースには、FBI、
税関局、郵便捜査局の 3 つの機関がアクセスできるようになっている。 

○  国内の違法コンテンツの場合は、NCMEC から直接地方警察に通報している

が、国外である場合には、その国の法執行機関に直接連絡している。これは、

Interpol 等を通じて行うと、その情報がいくつもの組織を経由した後、当該国


